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学 校 法 人 津 嶋 学 園 

 

 

 

 

 

 

 



１．法人の概要 

 名 称  学校法人 津嶋学園 昭和 5 年 6 月 15 日創設 

昭和５９年１２月２６日法人設立 

                平成 29 年 4 月 1 日認定こども園設立 

 

 代表者  理事長 津 嶋  光 洋     

 住 所  守口市大枝東町 2 番９号   

 電 話  ０６－６９９１－１８８１ 

 ＦＡＸ  ０６－６９９１－２３８０ 

 設置する学校    住 所 守口市大枝東町 2 番９号  

           名 称 三郷幼稚園 

 役 員  理事６名、監事２名 

 評議員   １３名 

 理事会  年２回開催 

 評議員会 年２回開催 

 職 員  42 名 

 

２．事業概要 

   認定こども園 三郷幼稚園 

 

 ≪教育方針≫ 

   『心豊かに、心優しく、そしてたくましく』を創始以来の教育理念、方針とする。 

   F・フレーベルの情操教育および M・モンテッソーリの感覚教育・J・デューイの  

経験主義教育の理論を基調とした上で、臨床心理学上の理論についても重視しなが

ら、加速度的に大きく変化する社会や家庭のニーズに対応していく。 

子ども自らが学び、ひとり一人が心豊かにたくましく育つ教育環境を構成維持し、

より専門的で高度な教育運営に努めていく。 

   そのためにも、十分な教員を配置すると共に、全教職員の教育愛、教育熱をもって

学園運営、教育保育運営に最善を尽くす。 

 

 ≪教育・保育目標≫   

   〇たくましいからだと強い心をつくる 

   〇豊かな想像力と表現力を育む 

   〇自然や他の生物の命の貴さを学ぶ 

   〇人とかかわる力を育てる 

   〇音楽の楽しさを感じながら確かな音感を身に付ける 

   〇友だちを思いいたわる豊かな心を育む 

  



≪保育時間≫ 

  月～金曜日 午前８時３０分～午後２時 00 分 

    土曜日 午前 8 時００分～午後 4 時 00 分 

 

≪延長・預かり保育≫ 

 月～金曜日 午前 7 時 30 分～午前 8 時（早朝） 

       午後 2 時～午後 7 時 

≪園児数≫ 

３号子ども 

０歳児 １歳児 ２歳児

園児数 園児数 園児数

利用定員 6 12 12 30

2022年度 6 12 12 30

園児数計

 

 

１・２号子ども 

  

クラス数 園児数 クラス数 園児数 クラス数 園児数

利用定員 3 60 2 60 2 60 7 180

2022年度 3 60 2 58 2 59 7 177

クラス数計 園児数計
３歳児 ４歳児 ５歳児

 

  

≪行事実施状況≫ 

   いちご狩り、動物園見学、宿泊保育、夏の子ども祭り、みかん狩り、水族館見学、

クリスマス会、餅つき大会、運動会、生活発表会、生活作品展、学期参観日 

 

≪施設関係≫ 

園地面積 １９７５．９８㎡  運動場面積 ８４３．００㎡ 

 

≪設備関係≫ 

  保育室、遊戯室ホール、木製総合遊具、絵本コーナー、学習菜園、ボルダリング、

調乳授乳室、ランニングコース（地上、屋上広場）、プール（夏季）、ジェットシ

ャワー（水遊び）、シャワールーム、沐浴室、見守りカメラ（各保育室）、セコム

セキュリティーシステム 

 



≪事業報告≫ 

 新型コロナウイルスの影響による婚姻率（人口千人当たり件数、２０１５年～１９年

の平均４．９から、２０年４．３、２１年４．１）の低下、既婚女性の出産控え、加え

て未婚女性の希望子ども数が２人から１．５８人を下回る状況となり、２０２２年の出

生数は、７９万９千人（日本人の確報ベースでえは７７万人）と超少子化が進んでいる。 

 

 

国は、出生率を反転させるため、従来とは次元の異なる少子化対策の実現を表明し、  

４月には子ども家庭庁をスタートさせた。また、「こども未来戦略会議」を開催し、６

月の骨太方針までに将来的なこども・子育て予算の倍増に向けた大枠を示す決意を改め

て表明したところであるが、一方で教職員採用については全国的にも厳しい状況が続い

ており、府内の養成校（大学・短期大学）においては、募集定員を大幅に割り込む状況

が見られている。 

 

そうした厳しい状況下ではあるが、学園としては安定的な人材の確保に向け働き方 

改革（ICT 化の推進、業務の効率化）を推進すると同時に保育従事者に対する処遇の  

改善にも力を注いできた。また、保護者ニーズにもしっかりと応えていけるよう、引き

続き人員（保育教諭・保育補助者）の確保にも注力しながら、子育て支援事業、教育、

保育の充実を図っていく。 

合わせて、保育の質の向上、教職員の資質の向上につなげられるよう、教育・保育研

究、研修を重ねていく。 

 

３．財務状況については、別紙にて公開 


